事務連絡
平成２０年４月７日

市町村後期高齢者医療主管課長　様

沖縄県後期高齢者医療広域連合

事務局長　榊原　毅（公印省略）

制度施行前及び特別徴収開始前に資格喪失した方の特別徴収に係る取扱いについて
みだしの件につきまして、下記のとおり対応願います。
①３月までに死亡した場合
　（１）「仮徴収額決定通知書兼保険料特別徴収開始通知書」を抜き取る。

遺族へ通知する市町村は、文書（別添１）をご利用ください。

（２）4/11までに特別徴収中止依頼をかける。
　（３）5/10に年金保険者からの特別徴収中止結果通知の後に「未支給年金の請求ができる者」へ還付。
　　※「未支給年金の請求ができる者」がいない場合、公法条の不当利得となり、年金保険者へ還付。

②３月までに転出、障害認定取下げ等（以下「転出等」という。）があった場合
（１）「仮徴収額決定通知書兼保険料特別徴収開始通知書」を抜き取る。
本人へ通知する市町村は、文書（別添２～３）をご利用ください。

（２）4/11までに特別徴収中止依頼をかける。
　（３）5/10に年金保険者からの特別徴収中止結果通知の後に本人へ還付。

③４月１日から特別徴収開始までの間に死亡した場合

（１）「仮徴収額決定通知書兼保険料特別徴収開始通知書」を抜き取る。
　（２）4/11または5/11までに特別徴収中止依頼をかける。
　（３）死亡の届け出が出された際に還付となることを説明（４・５月の賦課・徴収マニュアル通り）。
（４の１）4/11に中止依頼をかけた場合

5/10結果通知の後に「未支給年金の請求ができる者」がいる場合は当該者へ還付。
（いない場合は年金保険者へ還付。）
（４の２）5/11に中止依頼をかけた場合

6/10結果通知の後に４月支払分は「未支給年金の請求ができる者」がいる場合は当該者へ還付。（いない場合は年金保険者へ還付。）

６月支払分は年金保険者へ還付。（Ⅲ．例３参照）
※これらの処理は、年金保険者からの中止結果通知及び還付請求書がきてから行う。
④４月１日から特別徴収開始までの間に転出等があった場合

（１）「仮徴収額決定通知書兼保険料特別徴収開始通知書」を抜き取る。

　（２）4/11または5/11までに特別徴収中止依頼をかける。
　（３）転出等の届け出が出された際に還付となることを説明（４・５月の賦課・徴収マニュアル通り）。
　（４）5/10または6/10に年金保険者からの特別徴収中止結果通知の後に本人へ還付。
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Ⅱ．死亡で資格喪失した場合の年金支給と保険料

　・年金は死亡月の分まで受給。

　　例１：平成20年4月20日死亡の場合、4月分まで（6月支払い）受給権が発生。

　・保険料は死亡月の前月分まで納付。

　　例２：平成20年4月20日死亡の場合、4月分は発生しない（保険料0円）。
そのため、「未支給年金の請求ができる者」または年金保険者へ徴収額を還付。
Ⅲ．年金及び保険料の還付

　・死亡した日の属する月の翌々月以降に特別徴収された保険料は年金保険者へ還付。

　　例３：平成20年4月20日死亡の場合、6/15に特別徴収された保険料は年金保険者へ還付。

　・死亡した日の属する月の翌々月以前に特別徴収された保険料は「未支給年金の請求ができる者」へ還付。

例４：３月死亡の場合、４月に特別徴収された保険料について、

①未支給年金の請求ができる者※がいる場合→当該者に還付。
②未支給年金の請求ができる者がいない場合→年金保険者に還付。
Ⅳ．未支給年金の請求ができる者
  ①国民年金、厚生年金保険及び船員保険の場合・・死亡した年金受給権者の配偶者、子、父母、孫、
祖父母、又は兄弟姉妹死亡当時生計を一にしていた者。

  ②共済年金の場合・・年金受給権者の死亡当時、その者によって生計を維持されていた配偶者、子、

父母、孫、祖父母。これらの者がいないときは、相続人（甥、姪）。なお、現在は厚生年金保険に
統合され、社会保険庁が支給している旧3共済組合（日本たばこ産業共済組合、日本鉄道共済組合及び日本電信電話共済組合）の年金の場合も同様となる。
根拠法令：高齢者の医療の確保に関する法律施行規則
（特別徴収対象被保険者が死亡したこと等により生じた過誤納額のうち被保険者に還付しない額の算定方法等）

第百八条 　市町村は、準用介護保険法第百三十九条第二項（令第三十条から第三十二条までにおいて準用する場合を含む。）の規定により被保険者の死亡により生じた過納又は誤納に係る保険料額を当該者に還付するに当たっては、当該者が死亡した日の属する月の翌々月以降に特別徴収の方法により徴収され、市町村に納入された支払回数割保険料額又は支払回数割保険料額の見込額がある場合には、当該額を控除するものとする。 

２ 　市町村は、前項の規定により控除した額を当該額を納入した特別徴収義務者に還付するものとする。 
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